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移行期中国における会計教育の改革

- 上海国家会計学院をケースとして-

孫 美 英

Ⅰ は じ め に

1978年に改革開放政策が打ち出されて以来,中国はGDPの年成長率が10%

前後という経済成長を維持しながら,数々の経済制度の改革を試みてきた｡こ

うした持続的な経済成長を可能にしたのは,中国の安価な労働力,広大な消費

者市場といった経済的資源のみならず,かかる資源の優位性を発揮するために

改革が続けられてきたさまざまな経済制度であることを着通してはならない｡

急速な変化を遂げてきた諸制度は,実行上多少の問題点を抱えながらも,経済

発展を促進させる十分な推進力を持ち,中国の経済環境に適応したものであっ

たと考えられる｡ 持続的な経済発展を実現するには,既存の諸制度の制度疲労

が現れる前に言いかえれば既存の制度が行き詰まりを見せる前に,絶えず変化

し続ける経済環境に適応した新たな制度を不断に作り上げることが必要であろ

う ｡

中国の会計教育システムは会計制度の改革とともに大きな変化を遂げてきた

が,その中で国家会計学院1)の設立という斬新な動きは注目に億する｡ 移行期

という特殊な経済環境の中でいかに新しい教育制度を作り上げ,問題点の解決

を図っていくのかを制度の視点から考察するうえで,国家会計学院の誕生は絶

好の素材を提供しているように思われる｡ 中国のこうした新しい試みは,他の

国々特に発展途上の諸国が制度改革とりわけ会計教育の改革を行う際の貴重な

1) 国家会計学院は,北京,上海,産門の三つの都市に設立されている｡



114 (486) 第177巻 第5.6号

参考材料となるであろう｡ しかし,国家会計学院という新しい組織形態は中国

の歴史的背景とは無縁ではなく,その中には歴史的経路依存性が存在すること

を抜きにしては語れない｡本稿では歴史的背景の分析も絡み合わせながら会計

教育システムの変化をとりわけ国家会計学院に焦点を当てて考察したい｡言う

までもなく,国家会計学院の一つの事例を用いて他国に適応できる普遍的なイ

ンプリケーションを導くことは困難である｡ 本稿の目的は,国家会計学院の設

立を一つの制度とみなし,かかる制度変化の事実認識を行い,他国がそれぞれ

置かれている現状において何らかの示唆が得られるように,制度変化の素材を

提供することである｡ 本稿で取り上げる国家会計学院の資料は2005年4月,上

海国家会計学院 (SNAⅠ)2),麗門国家会計学院及び慶門大学を訪問した際に

行った実地調査から入手したものである3)｡

本稿の次節以下の構成は次のとおりである｡ 第Ⅱ節では,会計教育に関する

先行研究のレビューを通じて,本論文の学術的位置付けと貢献を明らかにする｡

第Ⅲ節では,中国の会計教育システムを,大学 ･大学院教育,成人教育等,専

門職大学院という三つのカテゴリーに分けて概説し,会計教育の全体像のアウ

トラインを措く｡ 第Ⅳ節では,中国の会計専門職大学院である国家会計学院の

設立背景と特徴を検討する｡ 第V節では,三つの国家会計学院の中の一つであ

るSNAIについて紹介と分析を行う｡ 最後に,第Ⅵ節においてまとめを行う｡

2) sNAIは ShanghaiNationalAccountinglnstituteの略称である｡以下 SNAIと記す｡

3) この実地調査はオックスフォー ド大学の鈴木智英先生,大阪市立大学の岡野浩先生らと同行 し

た際に行ったものであるO インタビューに応 じてくださった方々の名前とその日付は以下のとお

りである｡

2005年4月21日 SNAIの謝栄副学長をインタビュー,謝栄副学長の研究室にて

2005年4月24日 展門国家会計学院の副学長黄世忠と毛付根教授をインタビュー,慶門国家会

計学院にて

2005年4月25日 展門大学陳漢文教授らをインタビュー,慶門大学にて

2005年4月25日 展門大学葛家樹教授をインタビュー,葛家樹教授のご自宅にて

2005年4月27日 SNAⅠの教員宋徳亮先生をインタビュー,宋徳亮先生の研究室にて
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互喜 会計教育に関する先行研究のレビュー

本節では,1978年以降の中国における会計教育の先行研究を考察することに

よって,移行期の会計教育の改革において何が問題点とされてきたのかを整理

し,国家会計学院が設立される前の会計教育の歴史的背景を概観する｡ またア

メリカと日本におけるかかる先行研究を考察することによって,本論文の学術

的位置付けと貢献を明らかにする｡

i 車掬における会計教育研究

1983年から2005年12月現在まで,中国の学術雑誌 『会計研究』に掲載されて

いる会計教育に関する論文と記事51本のサーベイ (先行研究の一覧については

付表を参照されたい)から,会計教育の過程,会計教育の目標及び会計教育を

取り巻く環境の変化が主要な研究テーマとなっていたことがわかった0

(1) 会計教育の過程

先行研究の中では,会計教育の専攻,カリキュラムの設定,教科書,教授方

法等を題材とする教育過程を論じた論文,記事が大多数を占めていた｡

現在多くの大学では,会計学,監査,公認会計士専門化,国際会計,会計電

算化の専攻が設置されているが,これに対し,監査と公認会計士専門化専攻の

コース内容が極めて類似しているように,専攻の設定が必要以上に細分化され

ているという指摘がある｡ カリキュラムについては,学習内容が海外の大学よ

りずっと多いため学生の自習する時間が奪われるという問題点が指摘されてい

る｡ 教科書については,種類は数多く存在するものの,質の高い教科書は少な

く,教材の内容も会計制度への解釈が多く,理論が少ないという問題点が指摘

､されている｡ 授業方法については,ケーススタディ形式を取り入れるべきであ

るが,教師の業績評価には研究成果のみ考慮され,授業に費やした努力は評価

の対象とならないという問題点が指摘されている｡

(2) 会計教育の目標
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会計教育の目標に関する議論は,学部の教育目標をスペシャリス トの養成 と

ゼネラリス トの養成のどちらに主眼を置 くのかに集中している｡会計教育の目

標を,会計専門知識を身に付けた応用型の専門家つまりスペシャリス トの養成

に置 くできであるという意見とアメリカのようなゼネラリス トの養成-方向転

換すべきであるという意見に分かれている｡

(3)WTO (世界貿易機構)への加盟が中国の会計教育にもたらす影響

経済のグローバル化の急速な進展に,2001年12月の WTOへの加盟が拍車

をかけ,今後海外の教育機関は,自国に留学生を誘致するという方法のみなら

ず,中国の大学との提携を通 じて現地でビジネスチャンスを開発 し,中国の巨

大な教育市場への参入を図るであろうと分析されている｡ 現在,中国と海外の

大学が提携 した実例は多く見られる (項 [1999〕673ペ-ジ)｡1994年に清華大

学が カナダ公認会計士協会 (certはedGeneralAccountantsAssociationof

Canada:CGA)と提携 し,清華大学の学部の会計専攻に CGAのカリキュラ

ムを導入 し,同年に上海財経大学がイギリス勅許公認会計士協会 (Associa-

tionofCharteredCertiBedAccountants:ACCA)と提携 し,上海財経大学の

学部の国際会計専攻に ACCAのカリキュラムを導入 した｡他にも,天津財経

大学とアメリカの OklahomaCityUniversityの提携,中国公認会計士協会,

首都経済貿易大学,オース トラリアの DekinUniversity及びオース トラリア

の公認会計士協会 (ASCPA)の四つの組織による提携等がある｡

今までの多 くの先行研究では,会計教育のあるべき姿が多 く論 じられていた

が,抽象的もしくは簡略な表現にとどまり,そうしたあるべき姿が必要となる

理由,それを実現するための方策等に関する分析は必ず しも十分であるとはい

えないのが現状である｡これらの研究は,中国の会計教育の改革がまだ模索段

階であることを示唆していると考えられる｡

2 本論文の学術的位置付け

粥川 [1997〕では,1988年以降に IssuesinAccountingEducationにおいて
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公表された論文に対する調査に基づき,その内容を学生 ･教員 ･教育過程 ･大

学行政等の四つに分類することができるとされている｡ 研究対象の中で,教育

過程に関する研究が全体の半分を占め,その次に大学行政等に関する研究が多

く見られるが,その中でも行政組織 ･プログラムに関する論文が特に多くなっ

ていると指摘されている｡ 大学行政等には具体的に,行政組織 ･プログラム,

プログラムの認定,教員の活力,プログラムの財政,プログラムの格付け,及

び継続的専門教育が含められている｡ 粥川 [1997]のこの分類によれば,中国

の国家会計学院を紹介した本論文は行政組織 ･プログラムのカテゴリーに属す

ることになろう｡

1978年から2004年までの日本における会計教育に関する論文30本強4)に基づ

き調査したところ,特定の研究対象に偏っていることもなければ,その研究対

象を明確に区分できるものでもなかった｡総じて,日本での会計教育研究はさ

ほど盛んに行われているとは言いがたいという印象を受ける｡ 日本で中国の会

計教育を取り上げた著書としては 『大学教育と会計教育』(藤永 [2003])があ

る｡ この書物では中国の会計教育においていくつかの有名な大学の会計専攻の

カリキュラム,中国における会計教育の目標等が取 り上げられている｡ 本書以

外に,日本において中国の会計教育を研究対象とした論文あるいは書物は皆無

ではないとしても,極めて少数であったと言わざるをえない｡

以上から国家会計学院を取り上げた本論文は,会計教育における諸研究対象

の中で行政組織を対象としたものであると位置付けることができる｡ また,冒

本における中国の会計教育の研究が未開拓の処女地である中,本論文は中国の

会計教育の新しい展開を日本に紹介する一助になるであろう｡

Ⅰ‡互 会計教育システムの概要

中国の会計教育システムは,大きく以下の三つの形態に分けることができる｡

専科,本科,修士,博士,ポスト ドクター等一般に大学と大学院で行われる

4) これらの論文は国立国会図書館のNDL-OPACから検索したものである｡
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形態,成人教育,通信教育,夜間大学,職業技術学校,研修センターの教育と

いったいわゆる通常の教育以外の形態及び近年になって新しく出現したアカウ

ンティング｡スクール (会計専門職大学院)の形態である｡ 本節では,大学と

大学院で行われるいわゆる一般的な教育に焦点を当てて説明することにした

い｡

l 大学 ･大学院教育

会計教育を行う大学には人民大学,麗門大学のような総合大学と,上海財経

大学,東北財経大学に代表される財経分野の専門大学がある｡ 専科と本科はそ

れぞれ日本の短大と四年制大学の学部に相当し,学習期間は専科が2-3年,

本科が2年である｡ 修士とMBAは分けられていて,それぞれ2-3年,2年

の学習期間を要する｡ 博士課程のコースは3年である｡

(1)教 員

1966年から1976年までの文化大革命の時期において,遼寧財経学院 (現在の

東北財経大学)と湖北財経専科学校 (後の中南財経大学)を除く全ての大学の

会計教育が禁止され (項 [1999〕555ページ),会計教員の育成や供給も遮断さ

れることとなった｡その影響で会計教員の年齢が老年層と若年層に二分化する

時期が生じ,その断層が及ぼした影響を博士課程の学生への教育事情から垣間

見ることができる｡1980年代において博士課程の学生を指導する資格を持つ博

士指導教員の人数は,1980年から同資格を持ち始めた慶門大学の葛家樹教授と

上海財経大学の姿か行教授の2人,1982年からの度門大学の余緒摩教授,財政

部の楊紀魂教授の2人,1986年からの上海財経大学の徐政旦教授,人民大学の

聞達五教授,天津財経学院の李宝震教授の4人,全部で8人しかいなかった｡

90年代に入って急速に増え,2003年までに80人が増加した｡第1表は1980年か

ら2003年までの博士指導教員の増加人数の推移を表している｡

(2)学 生

1976年に文化大革命が終了した後,その間中断されていた各大学の会計教育
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第1表 博士指導教員増加人数の推移 (1980年から2004年まで)

年 度 80818283848586878889909192939495鍾 9798990001020304

出所 :2000年から2005年までの 『中国会計年鑑』より筆者作成｡

第2表 専科,本科,修士の卒業人数 (1992年から2004年まで)

92 93 狙 95 96 97 98 99 00 01 肥 03 04

専科 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 21,59722,37725,76438,44946ー071

本科 不明 不明 不明 6,5337,624 不 明 不明 不明 18,34220,27721β7728,93434A57

修士 88 150 172 194 封9不明 不明 不明 5邦 551 T霊 1,142 1,425

出所 :1997年,1999年から2005年までの 『中国会計年鑑』より筆者作成｡

が再開され,現在ではほとんどの大学が会計専攻を設置していると言っても過

言ではないほど会計教育が急速に拡大した｡専科,本科及び修士の学生人数の

増加の推移を第2表から窺うことができる｡

博士課程の学生の育成は,1982年に上海財経大学と慶門大学を最初の拠点と

してスタートした (項 [1999]560ページ)｡2005年現在まで博士課程を設置し

ているのは,第3表が示すとおり12の大学と研究所である｡ その中でポス

ト｡ドクターを受け入れるのは,麗門大学,上海財経大学,中国人民大学,中

南財経政法大学等である (項 [1999]560ページ)｡第3表は1985年から1999年

までの会計学博士学位を取得した人数の学校別統計データである｡ このデータ

からわかるように,博士号取得者は1985年に度門大学から卒業した1人を皮切

りとして,1989年まで全国範囲内で9人のみであったが,その後徐々に増え,

2003年には374人まで増加した｡博士の育成に最も貢献度の高い大学は,2003

年までそれぞれ101人と70人の卒業生を輩出した麗門大学と上海財経大学であ

ると言えよう｡
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第3表 会計学博士号取得者 (1985年から2004年まで)

8586878889909192939495969798990001020304合計

夏 門大学 1 0 2 1 3 0 3 4 3 4 5 5 9 9 0101912ll14 115

上海財経大学 0 0 1 0 1 1 0 1 1 2 0 5 9 3 417 6 91014 84

財政謝鮒紺究所 0 0 0 0 0 1 0 1 2 1 2 3 4 0 0 0 0 0 3 4 21

中国人民大学 0 0 0 0 0 1 1 2 1 5 5 4 4 6 0 7 915 916 85

天津財経学院 0 0 0 0 0 1 2 3 0 0 0 1 3 2 2 4 6 6 710 47

中南財経大学 0 0 0 0 0 0 1 0 2 1 2 1 5 2 0 4 3 8 6 9 44

東北財経大学 0 0 0 0 0 0′0 0 0 0 0 0 3 1 0 0 0 2 4 8 18

西南財経大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 4 1 7 5 20

中央財経大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 9 6 18

西安交通大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2

清 華大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 0 6

北 京大 学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3

夏 旦大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2

出所 :2000年から2005年までの 『中国会計年鑑』より筆者作成｡

注1:2000年 5月より,中南財経大学は中南政法大学と合併し,中南財経政法大学となった｡

2:上述の大学以外に複旦大学,中山大学,隻南大学,中国社会科学研究院研究生院でも博士

課程の学生を育成しているが,2003年現在まで学位取得者はいない｡

2 成人教育等

成人教育は社会人になってから大学の教育を受ける教育形態であるが,これ

は中国の文化大革命と密接な関係があると考えられる｡文化大革命の時期は大

学の教育全般が麻痔状態に陥り,多くの会計スタッフや経営者は十分な教育を

受けられず,大学システムが再開された後再び大学に戻り,受け損なった教育

を補う必要があった｡通信教育は郵便,ラジオ,テレビ,インターネットを通

じた教育形態であるが,公認会計士,初級から高級レベルまでの会計師資格等

さまざまな資格試験の対策を主な教育内容としている｡中華会計網校というイ

ンターネットを媒体とした会計専門学校は中国での会計通信教育において最大

規模を誇る｡
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3 アカウンティング･スクール

アカウンティング･スクールは本稿で取り上げられている国家会計学院を指

す｡国家会計学院では学歴は授与されるが,教育内容が会計関連知識に限定さ

れ,教育対象が在職者に限定されるといった点で上述した二つの教育形態と異

なる｡ 詳しい検討は第Ⅳ,V節で展開することにしたい｡

ⅠⅤ 国家会計学院

1 設立の背景

国家会計学院を設立するに当たって次のようなエピソードがあった｡シンガ

ポールの李光耀 (リーグァンユー)前総理が江沢民前主席と会談したとき ｢三

つの30万人の人材の育成｣を提言したという ｡ それは,30万人の公認会計士,

30万人の税理士,30万人の弁護士の育成を指し,こうした人材の確保を通じて

はじめて市場経済の秩序が維持され,中国の経済発展が可能になるということ

であった5)｡李光耀前総理の ｢30万人の公認会計士｣は,高度な専門知識と職

業倫理を有する職業会計人への社会的需要を明示したものであると考えられる｡

前節でも触れたように1978年以降会計教育は急速なスピードで拡大してきた

が,高い専門知識を持つ会計人材は欠如していた｡90年代に入って,会計不正

事件が後を絶つことなく続出し,また報告漏れの金額も巨額に達し,中国政府

がマクロ経済のコントロールを行う際の大きな障害要因になっていた｡こうし

た虚偽の会計情報の氾濫は,一部の企業の意図的なものに起因することもあれ

ば,帳簿の記録,報告を間違うことに起因することもあった｡こうした不正事

件を厳しく取り締るため2000年に新しい会計法が実施され,その中では会計情

報の責任は企業の代表者が負うと決められていた｡企業の代表者の責任を明確

にするのは重要かつ不可欠であるが,企業の代表者自身の専門レベルや職業倫

理を高めることこそ会計情報の信頼性を高めるための根本的な解決策であろう｡

国家会計学院を設立したのは,まさにCEOや CFO等企業の重役の会計専門

5) 慶門国家会計学院副院長黄世忠-のインタビューよりO
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レベルを高め,根本的な問題を解決するための対策であったと考えられる｡ 宋

錯基前総理が上海国家会計学院の校訓として ｢虚偽の会計情報を提供してはな

らない｣(不倣仮帳)という字句を書いたことからも,会計情報の信頼性を高

め,経済秩序を整えようとする中国政府の意気込みを十分窺うことができる｡

李光耀前総理からの提言と光沢民前主席,宋錯基前総理の指示を受けて,

1998年7月に北京で北京国家会計学院,2000年9月に上海で上海国家会計学院,

2002年1月に慶門 (福建省のアモイ)で麗門国家会計学院6)という三っの国家

会計学院が設立された｡これらの学校は教育の運営においてそれぞれ清華大学,

上海財経大学,麗門大学7)からサポートを受けている｡ 国家会計学院を設立す

るに当たってシカゴにあるアンダーセン研修センターの公認会計士養成システ

ムをモデルにしたと言われている8)｡

2 組 織 形 態

国家会計学院は国務院の事業組織体であり,財政部に直属する｡ 組織運営は

取締役会の形式を取り,財政部の部長が会長を勤め,各院長が取締役会に報告

する｡ 第4表は取締役会を構成する組織メンバーについて,麗門国家会計学院

を例として示したものである｡

3 教育内容及び教育対象

国家会計学院では会計関連の知識を主な研修内容とし,政府のマクロ経済管

理部門,大中規模の国有企業,金融業界,会計事務所等の上級管理者及び上級

財務会計担当者を教育対象とする｡

北京国家会計学院の過去の研修内容の一部として,中国建設銀行本店の財務

6) 当初は広州で度門大学を教育上のサポーターとする国家会計学院を設立する予定であったが,

二つの都市が地理的に離れていることため執行上困難であると判断され,慶門に三つ目の国家会

計学院が設立されることとなった｡

7) 麗門大学は中国の会計分野で研究蓄積が最も多い大学の一つである0

8) 度門国家会計学院副院長黄世忠へのインタビューよりO
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第4表 慶門国家会計学院取締役会の組織メンバー

財政部

中央組織部

国家発展 ･改革委員会

国務院国有資産監督管理委員会

商務部

数育部

人事部

中国人民銀行

(495) 123

国家監査局 (審計署)

国家税務総局

中国証券監督管理委員会

中国銀行業監督管理委員会

北京市人民政府

上海市人民政府

福建省人民政府

度門市人民政府

上海市財政局

麗門市財政局

清華大学

慶門大学

上海財経大学

北京国家会計学院

上海国家会計学院

展門国家会計学院

出所 :麗門国家会計学院のパンフレットより｡

管理研修,中国公認会計士協会が主催した ｢財務粉飾決算のケース分析｣セミ

ナー,中国建材集団本社のCFOの研修,福建省上級会計士の研修,探釧市国

有資産管理公司のCFOセミナー等がある｡

4 国家会計学院と日本 ･アメリカのアカウンティング ･スクールとの相達点

国家会計学院と日本やアメリカのアカウンティング･スクールを比較した場

令,最も顕著な相違点は教育の目的と学校の運営方式にあると考えられる｡

日本のアカウンティング･スクールは公認会計士試験への対応と高度な会計

専門職業人の育成を目的とし,コースを修了すると公認会計士試験科目の一部

が免除されるという特典がある｡ またプログラムは2年である｡アメリカのア

カウンティング･スクールは公認会計士試験の受験要件を満たすために必要な

単位の修得を中心的目的とし,プログラムは通常 1年あるいは-年弱である｡

(平松 ･児島 [2004]97ページ)これに対し,中国の国家会計学院は公認会計

士試験の対策をその目的とするのではなく,企業,政府の重役,公認会計士等

に対し再教育を行うことを目的としている｡

また,日本やアメリカのアカウンティング｡スクールは既存の大学の中で設

置された一つの大学院プログラムであるのに対し,国家会計学院はある特定の

大学からサポートを受けながらも一つの独立した組織として存在する｡
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Ⅴ 上海国家会計学院 (SNAI)

三つの国家会計学院の中で最初に設立された北京国家会計学院は政治的色彩

がやや強く,慶門国家会計学院は2002年に設立され,比較的歴史が浅いため,

本稿では2000年に設立され,また上海に立地していることもあって最も市場化

が進んでいるといわれる9)sNAIを取り上げる｡

1 設立趣旨等

(1)設立趣旨:会計職業人と経営管理者に対し再教育を行い,社会経済の健

全な発展を促進する｡

(2) 業務内容 :主な業務内容は,大中規模の国有企業や外資系企業における

上層部の会計担当者,政府のマクロ経済管理部門や金融機関の重役,中国

の公認会計士と中国国内市場での営業活動許可を得ている外国の公認会計

士等に対し,再教育を行うことである｡

(3)SNAIの人事 :sNAIの院長である慶大慰糊 (ⅩiaDawei)は上海財経

大学の元副学長で,専門は産業経済である｡ 三人の副院長の管-氏

(GuamYimin),謝栄11)(ⅩieRong),李拍慶 (LiKouqing)も上海財経

大学の元教員で,それぞれ学長アシスタント,会計学部副学部長,貿易経

済学部の教員であった｡専門はそれぞれ会計,監査,マネジメントである｡

上層管理部門のこうした人事構成からSNAIは上海財経大学より強いサ

ポートを受け,また会計やマネジメントを専門とする教授が学校運営の舵

を撮っていることがわかる｡

(4) 教員 :教員の中には実務家出身の者もいる｡ 彼らは実務経験が豊富であ

るため,純アカデミックの教員より余裕を持って授業を行う印象を受ける｡

9) 宋徳亮先生のインタビューより｡

10) 中国会計学会の副会長を兼任している｡

ll) 1997年から2002年までKPMGのパー トナーであった｡
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実務経験のない教員は,企業のマネジャー･クラスの学生の前で講義を行

うことに大変なプレッシャーを感じると答えたのに対し,実務経験のある

教員は比較的に楽に講義に対応できると答えた｡日本では,学術界と実務

界の隔たりが一般的に大きいのに対し,中国では,有名な大学教授がBig

4の会計事務所のパートナーに転戦したり,Big4での実務経験を持つ人

が大学に奉職したりする現象がよく見られ,学術界と実務界における人材

交流の壁はそれほど高くない印象を受ける｡こうした産学問の活発な人材

交流の原因の一つとしては,経済の発展途上でさまざまな制度が整備中で

あるという移行期の背景が考えられる｡ というのは,中国の会計制度は,

実務界の経験から作り上げたものではなく,中国政府の指導のもとで先進

諸国の会計制度を ｢輸入｣したものであるため,実務界においては,新し

い会計制度に対しより高度な専門知識を持っている大学の教員-の需要が

あったからである｡

2 プログラム

(1)MPAcc(MasterofProfessionalAccounting)

MPAccは上海国家会計学院と上海財経大学の共同で行う会計修士のプログ

ラムである｡ 最終学歴が本科で,会計関連の実務経験が2年以上の在職者を対

象とし,筆記試験と面接で選抜する｡ 筆記試験の科目は政治理論,英語,財務

会計,総合知識 (国語40%,論理性30%,数学30%を含む)の4科目で,政治

理論はSNAⅠが出題するが,その他の3科目は全国統一試験科目である｡ 面

接では筆記試験の合格者に対し職務,業績,勤務年数等を総合的に考慮したう

えで合格者を決める｡ 本プログラムは2年半-4年のコースで,短期間の全日

制コースと土曜日と日曜日のみに授業を行う休日集中コースがある｡ 休日集中

コースであれば,学生は休職することなく受講できる｡ カリキュラムは第5表

が示すように,必須科目と選択科目に分けられて,必須科目はさらにコアとな

る科目とその他の必須科目に細分される｡｢コア科目｣は,財務会計,管理会
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第5表 MPAccのカリキュラム

必 須 科 目 単位 選 択 科 目 (最低限6単位必要) 単位

コア科目 3 金融市場とデリバティブ国際ビジネスと国際決済 22管理経済学

管理情報システム 3 組織行動とリーダーシップ 2

ビジネス英語 3 商法概論 2

マルクス主義認識方法論 2 国際監査基準 2

上級財務会計理論と実務 3 企業買収 2

上級管理会計理論と実務 3 企業統治と内部統治 2

上級財務管理理論と実務上級監査理論と実務商業倫理と会計職業道徳 33232333 マネジメント.コンサルティング 2

その他の必須科目

出所 :sNAIのパンフレットを参照して筆者作成｡

計,監査,商業倫理,英語等で構成され,職業会計人に求められる基礎知識を

身につけることを目的としている｡｢その他の必須科目｣は国際会計基準やマ

ネジメント等で構成され,国際的な視野を持ち,高度な経営スキルを見につけ

ることを目的としている｡｢選択科目｣は,金融商品や企業買収,企業統治等

から構成され,より高度な専門知識を見につけることを目的としている｡55単

位の中の45単位の修得と,学位論文の提出が求められ,国務院学位委員会が発

行したMPAcc学位が授与される｡

(2)EMPAcc(ExecutiveMasterofProfessionalAccounting)

EMPAccは上海国家会計学院と香港中文大学の共同で行う上級専門会計修

士のプログラムである｡ 最終学歴が本科以上,実務経験が5年以上 (専科の場

合は,7年以上の勤務経験を有し,中国公認会計士 (CⅠCPA),カナダ公認会
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第6表 EMPAccのカリキュラム

科 目 単位 科 目 単位

統計と意思決定 3 企業の監督と法律環境 3

企業の財務会計 3 国際税務と管理 3

コントロールシステム 3 戦略的管理会計セミナー 3

企業の価値評価と分析 3 CFOの戦略的管理 3

財務報告の比較 3 企業財務 3

会計情報システムと内部コントロール 3 金融市場とデリバティブ 3

出所 :SNAIのパンフレットを参照して筆者作成｡

計士協会 (CGA),イギリス勅許公認会計士協会 (ACCA)等の公認会計士資

格を有しなければならない｡),及び一定水準以上の英語力を有し,実務経験年

数が7年末満であれば,GNAT,ⅠELTS等で一定の点数に達したものを対象

とし,書類審査と面接で選抜する｡ 本プログラムは2年のコースで,講義は中

国語を主要言語とするが,英語で行われる場合は同時通訳が付される｡ 教員の

7割は香港中文大学から,3割はSNAⅠが海外のビジネススクールや中国の

政府部門,実務界から招碑した著名人の教員から構成されている｡ カリキュラ

ムは第6表が示すとおりであり,36の全単位を修得したものは香港中文大学

の上級専門会計修士学位が授与される｡

(3)EMBA (ExecutiveMBA)

EMBAは2002年11月にSNAIとASU (ArizonaStateUniversity)の共同

で設立されたプログラムであり,財務と金融を熟知したCFOとCEOを育成

することを目的としている｡ 最終学歴が本科以上で,金融 ･財務関連の実務経

験が5年以上のものを対象とし,書類審査と面接で選抜する｡ プログラムは2

年のコースで,講義は中国語を主要言語とするが,英語で行われる場合は通訳

が付される｡2005年現在 EMBAプログラムに在籍している学生の構成は,金

融部門からが52%,企業からが31%,政府及びパブリックセクターからが17%

を喜め,その中で金融業界の取締役会長,総経理,頭取等が34%,大手企業の

取締役会長,総経理が33%,大手企業の中間管理者が22%,政府部門の上級管
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理者が11%を占めている｡ 学生の地域分布を見てみると,上海からの学生が

50%強∴北京,広東省,漸江省,江蘇省,四川省,香港,台湾,シンガポール

からの学生が残 りの半数を占めている｡ 教員は ASU,マサチューセッツ工科

大学,スタンフォード大学,エール大学,香港科技大学等の大学から招碑した

教授から構成され,主要な科目はアメリカ経済と経営の領域で著名な中国系教

員が講義を担当する｡ 以下は教員の簡単なプロフィールである｡

(∋JamesBoatsman:テキサス大学オーステイン分校博士,ASU のケア

リービジネススクール (W.P.CareySchoolofBusiness)教授,アメリカ

会計士協会とアメリカ公認会計士協会のメンバー｡ ② MingHuang(貴明)

:スタンフォー ド大学博士,スタンフォー ド大学大学院金融学教授｡Busi-

nessweekmagazineより,全米で最も人気のある博士であると評価され,

また2001年はスタンフォー ド大学の MBA のティーチング賞を受賞｡③

MichaelHitt:コロラド大学博士,ケアリービジネススクール教授.④ Lin

Zhou(周林):プリンストン大学経済学博士,ケアリービジネススクール教

授｡⑤ BuckK.W.Pe主(貝克偉):北テキサス大学 (UniversityofNorth

Texas)会計学博士,ケアリービジネススクール教授｡⑥ KalokChan(陳

家楽):オハイオ州立大学金融学博士,香港科技大学教授｡⑦ JiangWang

(玉江):ペンシルベニア大学物理学博士,金融学博士,マサチューセッツ工

科大学スローン経営学大学院教授｡⑧ LodeLi(李楽徳):ノースウェス

ターン大学博士,エール大学経営学院 (YaleSchoolofManagement)教授｡

⑨ YuchangHwang(黄鉦昌) :カルフォルニア大学バークレー校博士,

ケアリービジネススクール教授｡ ⑲ JeffreyL.Coles:スタンフォー ド大学

博士,ケアリービジネススクー)I,教授｡⑪ JianpingMei(梅建平):プリン

ス トン大学博士,ニューヨーク大学ステ)レンビジネススクール (Stern

SchoolofBusiness)の教授｡

本プログラムのカリキュう ムを2005年から2007年までのコースを例として挙

げると,第7表が示すとおりである｡48の全単位を修得したものは,ASUの
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第7表 EMBAの2005年-2007年のカリキュラム

科 目 担当教員 授 業 時 間

金融学原理 JiangWang 2005年8月13日,14日,20日,21日

業績評価,動機付けと管理会計 YuChangHwang2005年10月15日,16日,22日,23日

財 務 管 理 MingHuang 2005年12月3日,4日,loョ,11日

財務諸表分析と株主価値創造 JamesBoatsman2006年1月7日,8日,14日,15日

投資と投資ポートフォリオのマネジメント KalokChan 2006年3月18日,19日,25日,26日

戦略的マネジメント MikeHitt 2006年 5月27日, 28日,6月 3 日 , 4 日

マネジメントの経済学 LodeLi 2006年7月8日,9日,15日,16日

コーポレート.ガバナンスとM&A JeffreyColes2006年8月5日,6日,12日,13日

サービス MaryJoBitner2006年12月2日,3日,9日,1岬

コスト.マネジメントとE-ビジネス BuckPei 2007年3月10日, 11日,17日 , 18日

出所 :sNAIのパンフレットを参照して筆者作成｡

MBA学位が授与される｡

本プログラムの最大の特徴は定期的に開催されるCEO特別セミナーである｡

このセミナーは SNAIとASUが中国政府の上級管理者,国内外の著名な

実業家及び学者を招き,受講生に世界の著名人との交流の場を提供するプロ

グラムである｡ 以下は,一部のセミナーの開催記録である｡

2002年6月2日,前財政部部長項懐誠講演 ;2002年8月25日,香港中文大学

教授郎威平講演 ;2003年3月1日,中国人民銀行副頭取呉暁英講演 ;2003年

7月20日,財政部副部長楼継偉講演 ;2003年10月29日,国際会計基準理事会

主席 DavidTweedie講演 ;2003年10月29日,前財政部部長アシスタント鳩

淑洋講演 ;2004年2月18日,ハ-バ- ド･ビジネススクール教授 D.Quinn

Mills講演 ;2004年5月21日,財政部副部長李勇講演 ;2004年5月21日,経

済学ノーベ)i,賞受賞者RobertA.Mundeli講演 ;2005年6月,経済学ノーベ

ル賞受賞者,ASU教授 EdwardC.Prescott講演｡
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第8泰 2005年短期コースの科目,授業料及び時間割表

升 目 授業日数 4月 5月 6月 7月 白月 9月 ュo月 11月

企 業 業績 の改善企業合併 63 12-14 18-23ユ0-ll18-19 16-1819-20 14-15 12-172卜22

予算管理 2 15-16 19-20

内部監査 2 17-18 12-13 2卜22 16-17

財務報告と企業分析 3 19-2122-24 1∠巨16 23-2519-21 18-2022-23

グル-プ企業の財務戦略 2 16-17 2ト22

戦略的コストマネジメント 2 18-19 20-21 23-24 23-24

内部コントロールとリスク管理 2 20-21 22-2308-09 25-2627-29 25-26

出所 :sNAiのパンフレットを参照 して筆者作成｡

(4) 短期コース

上述したプログラム以外に,2-3日の短期の研修プログラムが行われてい

る｡ 第8表は2005年の短期コースの時間割である｡

(5)AFDP(APECFinanceandDeveloprnentProgram)

AFDPはAPEC(アジア太平洋経済協力会議)の金融と発展のプログラム

の略称であり,2001年10月21日に中国政府と世界銀行の共同主催で設立され,

同プロジェクトの秘書処はSANIに設置されている｡2002年から2005年現

在まで,アジア太平洋地域の金融と発展をテーマとしたフォーラムや研修プ

ログラムが多数組織されている｡

3 国家会計学院の制度的意義

それでは,なぜ中国のアカウンティング･スクールは,日本やアメリカのよ

うな公認会計士試験と密接に関連付けられたものとは異なり,独特の進化の

経路を辿っているのであろうか｡これについて考察するた鋸 こは,中国の会
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計制度改革の全体的なフレームワークにまで視野を広げる必要がある｡中国

の会計制度改革においては,改革当初から最終的なゴールとしての会計シス

テム (教育システムも含む)のモデルが措かれていたわけではない｡中国で

は,40種類以上にも及んでいた所有形態別 ｡業種別企業会計制度が,1993年

に13種の ｢業種別企業会計制度｣へと変更され,2001年には ｢業種別企業会

計制度｣,｢株式制企業会計制度｣及び ｢外国企業会計制度｣が ｢企業会計制

度｣に統一され,それと同時に ｢企業会計準則｣が併存するという体制と

なった｡かかる複雑な変化経路からもわかるように,中国では,そのときそ

のときの必要に応じて,会計制度に絶えず調整が加えられてきたのである｡

25年あまりの改革を経て,会計基準自体は国際会計基準に向けて大きく前進

しているが,その即効性はまだ期待できず,虚偽の会計情報の氾濫が市場経

済の健全な発展を阻害している｡ 虚偽の会計情報が氾濫するという問題点を

解決するためには,法律の整備等周辺の諸環境を整えることも重要であるが,

とりわけ会計スタッフの専門知識と職業倫理を高めることが急務であり,蕊

た根本的な解決策であろう｡ 第Ⅲ節で述べたように本科レベル以下の会計人

材は飽和状態に近いほど数多く経済界に輩出されているが,高いレベルの会

計人材は依然として不足している｡ 高い専門知識と倫理性を備えた人材の不

足を解決するために打ち出された方策が,企業や国家機関の重役を主たる教

育対象とする中国版のアカウンティング･スクール一国家会計学院の設立で

あると考えられる｡ 国家会計学院は,中国政府が市場経済の発展を実現する

ために,自らが会計人材の育成に取組んだ国家戦略の一環として見ることが

できよう｡

中国版のアカンテイング･スクールはまだ歴史が浅く,今後独自の教育目的

を達成するために,教授法や運営方式等さまざまな面で試行錯誤を重ねなが

らノウハウを蓄積していくことになるであろう｡ 将来の国家会計学院の姿は

現在とは全く異なったものになっているかもしれない｡例えば,在職者の帝

政育のみを自らの教育使命とするのではなく,教育対象を一般学生に拡大し,
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教育内容も会計からマネジメントに拡大し,ビジネススクール-と変化して

いく可能性も考えられる｡ というのは,学生の数を確保するために多様なプ

ログラムを提供することが必要になると考えられるからである｡

ⅤⅠ あ わ り に

以上,上海国家会計学院の紹介を通じて国家会計学院という組織がどのよう

な背景で誕生し,どのような制度的意義を持っているのかを分析してきた｡

これをもって国家会計学院を事例とした一つの制度変化の素材を提供すると

いう本稿の課題は,おおむね達成されたと考えられる｡ 各国はそれぞれの歴

史的背景があるため,中国のかかる経験をそのまま援用することは不可能で

あるが,それぞれの状況において何らかの示唆を得ることとなれば筆者とし

ては率いである｡ 今後も国家会計学院の成長を注意深く見守りたい｡
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36 21世纪的会计和会计教育 扬有红 2000.08
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